（様式第１号）
令和　年　月　　日
質　問　書

福井県知事　様

　事業者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　：　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール：　　　　　　　　　　　　　　　　


〈質問事項〉
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	






（様式第２号）
令和　年　月　　日
参　加　表　明　書

福井県知事　様

所在地　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　
　福井県母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金および介護福祉士等修学資金返還未収金収納業務の企画提案に参加したいので、関係書類を添付して提出します。なお、参加表明にあたり、参加資格を満たしていることを誓約します。

１　応募者の概要
	事業所の所在地
	

	担当者
	役職・氏名
	

	
	連絡先
	電話番号：
電子メール:

	設立年月日
	

	主な事業内容
	

	従業員・構成人数
	



２　添付書類
（１）企画提案参加者の概要、組織、職員数、事業内容等がわかる書類（様式任意）
（２）直近の決算報告書（貸借対照表および損益計算書）の写し
（３）県税ならびに消費税および地方消費税の納税証明書（滞納がないことを証明するもの）
（４）法人の登記事項証明書または登記簿謄本、団体の規約
（５）弁護士法人の場合、弁護士法人であることがわかる書類
　　　債権回収会社の場合、法務大臣の債権管理回収業にかかる許可書の写し
（６）プライバシーマーク等、個人情報保護に関連する外部機関の認証資格を取得していることがわかる
書類
（７）国、地方公共団体又は独立行政法人（地方独立行政法人を含む。）における債権回収の実績がわ
かる書類（様式第３号）
(表)

〈申出事項〉
	福井県母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金および介護福祉士等修学資金返還未収金収納業務の企画提案参加申込みに当たり、下記の要件のすべてを満たしていることを誓約します。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でないこと
（２）参加資格認定の日において、福井県の競争入札参加資格を有する者の場合、現に指名停止措置を受けている者でないこと
（３）参加資格認定の日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てまたは破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと
（４）福井県のすべての県税ならびに消費税および地方消費税において未納がない者であること
（５）次の①から⑤までのいずれにも該当しない者であること
①　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者
②　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者
③　役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者
④　役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者
⑤　役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定によるもの）および宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）でないこと
（７）「福井県母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金および介護福祉士等修学資金返還未収金収納業務プロポーザル審査会（以下「審査会」）前３年間における団体の事業等において、刑法等の重大な法令に違反して処罰等を受けていないこと
（８）福井県から訴えを提起されていないこと
（９）弁護士法（昭和24年法律第205号）第30条の２に規定する弁護士法人又は債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年法律第126号）第3条の法務大臣の許可を得た債権回収会社であること。
（10）債権回収会社にあたっては、提案書提出日において、債権管理回収業に関する特別措置法第23条の規定による改善命令を受けていないこと。
（11）一般社団法人日本情報経済社会推進会が付与するプライバシーマーク等、個人情報の保護に関連する外部機関の認証資格を取得していること。
（12）国、地方公共団体又は独立行政法人（地方独立行政法人を含む。）における債権回収の実績を有すること。
（13）その他、県との協議に柔軟、真摯に対応できること



(裏)
（様式第３号）

国、地方公共団体又は独立行政法人における債権回収業務を履行した実績

事業者名　　　　　　　　　　　　　　


（令和　年　月　　日現在）
１　受託事業
	業　務　名
	発注機関名
	契約年月

	
	
	


※契約書の写し等の資料を添付すること













（様式第４号）
令和　年　月　　日

辞　退　届

福井県知事　様

所在地　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　



　福井県母子父子寡婦福祉資金貸付金償還金および介護福祉士等修学資金返還未収金収納業務について、参加表明書を提出しましたが、都合により参加を辞退いたします。




　理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





（別紙１）

企画提案書記載項目


　企画提案書には以下の項目、内容について具体的に記載すること。

	項目
	内容

	業務実施方針
	本業務の実施方針（会社としての基本的な取組姿勢、経営姿勢等）

	業務実施計画
	業務フロー、実施スケジュール、収納目標額（収納目標額は根拠を示すこと）

	業務実施体制
	・体制（人員・連絡体制など）
・専門性・能力（資格・実績・成果など）
・拠点・設備（業務実施場所・設備など）
・個人情報保護等のコンプライアンスに対する社内の責任体制等

	業務実施手法
	個別業務について実施方法・手順を具体的に記載してください。
・文書督促
・電話督促
・訪問調査
・支払方法の相談
・連帯借受人、連帯保証人への督促
・未収金の収納手段（口座振込、コンビニ納付等）
・入金管理および分納管理
・県への報告・連絡
・債務者等からの問い合わせ対応
・その他
※特に、上記の手段をどのように組み合わせて効果的な回収につなげるのか具体的に記載すること。

	受託手数料
	委託金額上限の範囲内において設定する受託手数料（成功報酬率および訪問調査費用（訪問調査を実施の場合））を記載すること。



